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担当係

根拠法令・個別計画

目的

（対象をどの様な

状態にするのか）

内容

（手段）

実施・運営方法

※費用合計に占める

経費の内訳(割合)

小牧市私立高等学校等授業料補助金交付要綱

10

担当課

1

教育文化

　９月　　市広報に募集要項を掲載

　　　　 　市ホームページに募集要項および申請書様式を掲載

　　　　 　私立高等学校等に申請書を配布（市役所窓口でも配布）

１０月～１１月

　　　　　 申請受付

　　　　　 申請書類の点検、審査、補助額算出および確認作業

　１月　　補助額確定、審査結果の通知

　　　　　 補助金振込

【年間補助金額　※（　）内は国・県補助額】

助成 95

学校教育課

学校教育係

93

平成３０年度以降

学校教育

事業類型 一般

総合計画

分野別計画

予算区分

教育を支える学習環境を整備する

2

私立高等学校等の授業料負担に対する助成を実施することにより、保護者の経済的負担を

軽減する。

事務事業名 私立高等学校等授業料助成事業

会計区分

平成１２年度以前 ～事業期間

事業番号 334

平成24年度 事務事業評価シート平成24年度 事務事業評価シート平成24年度 事務事業評価シート平成24年度 事務事業評価シート

教育委員会事務局

事事事事

　　　　

　　　　

業業業業

　　　　

　　　　

のののの

　　　　

　　　　

概概概概

　　　　

　　　　

要要要要

担当部

直接実施・

運営

5 委託 0

一般会計

単位

千円

人

千円

人

千円

千円

％

千円

千円

千円

Ｈ24予算額

8,260

0.08

425

111.8

Ｈ23決算額

7,340

Ｈ22決算額

0

00

0

0.08

ココココ

　　　　

　　　　

スススス

　　　　

　　　　

トトトト

財

源

その他職員

（手段）

従事者数

0.08従事者数

人件費

Ｈ21決算額

0.08

【年間補助金額　※（　）内は国・県補助額】

甲Ⅰ・甲Ⅱ：20,000円　乙Ⅰ：12,000円　乙Ⅱ：10,000円

国・県の私学助成制度にプラスする形で補助金を交付している。

甲Ⅰ…生活保護世帯または市民税所得割額非課税世帯

甲Ⅱ…市民税所得割額が18,900円未満世帯

乙Ⅰ…市民税所得割額が136,500円未満世帯

乙Ⅱ…市民税所得割額が244,500円未満世帯

無

一般財源

国・県支出金

対前年比

その他財源

人件費

0

5,524

425

0.00

費

用

直接経費

正職員

費用合計

0

受益者負担

5,696

0

6,121

102.8

6,121

0

0

0

8,685

5,949 7,765

126.8

7,765

0.00

0

5,949

8,685

425425

0.00 0.00

0



単位

目標

実績

目標

実績

目標

実績

単位

目標

実績

目標

実績

―

―

H24

―

502

件

支給金額

―

5,524

申請・交付件数が増加傾向にあり、保護者の経済的負担の軽減につながっている。

件

7,340

―

5,696

457 527

H21

H22

――

H24H23

―

成果指標名

交付件数

事業の

達成状況

活動指標名

私立高等学校等授業

料補助金申請件数

―

H23

―

628

H21

443

千円

―

610

―

業業業業
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H22

334事業番号

平平平平

成成成成

２２２２

３３３３

年年年年

国・県の私学助成制度のみとなれば、公私立間の授業料等の保護者負担に格差を

緩和することができなくなる。

事業を縮小・

廃止したときの

影響

事事事事

業業業業

のののの

自自自自

己己己己

評評評評

価価価価

今今今今

後後後後

のののの

事事事事

業業業業

のののの

方方方方

向向向向

性性性性

現状維持

判定理由

一次評価のとおり。

改善案等

二二二二

次次次次

評評評評

価価価価

方向性の判定

現状維持

判　定　理　由

平成22年度より、申請期間を1ヶ月から2ヶ月に延長したため、期日を過ぎての問合せ

は少なくなったが、私立高校への案内書の送付、広報、HP掲載等で、引き続き事業

のPRを進める。

年年年年

度度度度

のののの

実実実実

施施施施

結結結結

果果果果

事業実施におけ

る課題等

申請期日を過ぎての問合せがある。

申請件数、交付件数ともに増加しており、高等学校授業料無償化の動きの中で、本

事業は公私立間の保護者負担の格差軽減に貢献している。

方向性の判定


